
議案第１４９号

　　　平成２９年度川崎市工業用水道事業会計の利益処分及び決算認定につ

　　　いて

　　　

　　　　　　　　　　　　平成３０年 ９ 月 ３ 日提出

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

　平成２９年度川崎市工業用水道事業会計に係る利益を処分したいので、地方

公営企業法第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、平成２９年度

川崎市工業用水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、

別紙監査委員の意見を付して認定を求める。



（１） 収益的収入及び支出

  収   入

第１款 △

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益 △

第３項 特 別 利 益

  ※１  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  ※２  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  支   出

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円 円 円

第１款 0 7,373,045,000 7,373,045,000

第１項 営 業 費 用 △ 0 7,089,189,000 7,089,189,000 ※１、３

第２項 営 業 外 費 用 0 273,836,000 273,836,000 ※２、４

第３項 特 別 損 失 0 20,000 20,000 ※５

第４項 予 備 費 0 10,000,000 10,000,000

  ※１  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※２  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※３  地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書きの規定による超過支出 円

  ※４  地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書きの規定による超過支出 円

  ※５  地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書きの規定による超過支出 円

83,709,146

2,474

100

円

合     計第3項の規定による支

出額に係る財源充当額

円 円

7,870,919,000

0

円

0

0

0

7,771,103,241

企業法第

26条第2

187,832,373

7,580,469,744

273,832,722

0

7,561,247,000

10,100

用 水 道 事 業 決 算 報 告 書平 成 ２９ 年 度 川 崎 市 工 業

予算額に比べ

決算額の増減
補正予算額

                             予                   算                   額

当初予算額

地方公営企業法第24条
決  算  額

32,882

0

0

補正予算額

0

0

0

351,561,642

0

0

0

0 0

0

121,809,627

2,771,124

9,900

10,000,000

0

0

0

337,980,7100

327,967,532

3,278

0

項の規定

に よ る

繰 越 額

                             予                   算                   額

不  用  額

円

6,761,221,468

円

7,035,064,290

当初予算額

0

63,115,000

備
 
 
考

円

0

0

小   計予備費支出額

地方公営

企業法第

26条第2

項の規定

に よ る

繰 越 額

2,801,124

円

309,642,000

30,0000

0

備     考

※１

※２

210,721,000

区         分 

区         分 

工業用水道事業収益

工業用水道事業費用

円

7,561,247,000

309,642,000

30,000

561,501,081

783,418

決  算  額
合     計

地方公営

円

99,815,759

19,222,744

0

円

20,000

10,000,000

流用増減額

円円

7,373,045,000

7,152,304,000

07,870,919,000

0 0

0

63,115,000

円

0



（２） 資本的収入及び支出

  収   入

地 方 公 営 企 業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る 繰 越 額 に 係 る

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

円 円 円 円 円 円

  

不用額

　※１  うち仮受消費税及び地方消費税 120 円

△

10,000

296,000,000円

※企業債収入減額内訳296,000,000

10,000

71,070

630,000,0000

10,000

334,000,000

0

137,069,000

81,070

0

0

0

0

0 10,000

△

△

△

※１

137,068,241 759

0

0

0

0137,069,000

0

010,000

767,099,000

0

そ の 他 の

第１款

  第２項

  第５項

  第３項

工 業 用 水 道 事 業

固 定 資 産
  第４項

売 却 代 金

資 本 的 収 入

負 担 金 10,000

補 助 金

企 業 債

0

0 0

決  算  額 備    考

予算額に比べ

合    計
決算額の増減

295,949,689

円

継 続 費 逓 次

円

767,099,000 471,149,311 △

区       分

0 10,000

財 源 充 当 額

10,000

当初予算額

                                予                  算                  額

767,099,000

137,069,000

補正予算額 小      計

0

0

10,000 10,000

630,000,000

資 本 的 収 入

  第１項 630,000,000

10,000



  支   出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

  

  第１項 1,826,514,000 0 0 0 1,826,514,000 320,637,686 0 2,147,151,686 1,287,621,687 256,328,902 0 256,328,902 603,201,097 ※１

  第５項 5,000,000 0 0 0 5,000,000 0 0 5,000,000 0 0 0 0 5,000,000

　※１   うち仮払消費税及び地方消費税 90,446,263 円

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 1,497,366,378円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的 収支調整額 90,446,143円、減債積立金 288,690,830円及び過年度分損益勘定留保資金1,118,229,405円

000 0 0 0 10,000 0

0

予 備 費

10,00010,000 0
資 本 的 支 出

0

10,000

608,222,095256,328,902

0 998

10,000

0

0 0

建 設 改 良 費

補 助 金

返 還 金

0

0

0

0

工 業 用 水 道 事 業
2,512,429,000

10,000

680,895,000

1,968,515,689 256,328,902

備 考
当初予算額

流
用
増
減
額

合     計

                                 予                    算                    額

継続費

逓  次

繰越額

地方公営企業法

第26条の規定に小   計

予 備 費

支 出 額

繰越額

不  用  額

よ る 繰 越 額

区       分

0
資 本 的 支 出

第１款

補正予算額

継続費

逓  次

翌 年 度 繰 越 額

地方公営企業法

よ る 繰 越 額

第26条の規定に
決  算  額

合     計

2,512,429,000 320,637,686 0 2,833,066,686

0 0

で補てんした。

0

0

  第２項
償 還 金

0

0 680,895,000
企 業 債

  第３項

  第４項
そ の 他 の

10,000 010,000 0

00 0 680,895,000 680,894,002



（単位  円）

１

（１） 7,009,574,977

（２） 9,393,686 7,018,968,663

２

（１） 3,354,801,155

（２） 831,472,894

（３） 270,198,011

（４） 29,294,826

（５） 386,279,209

（６） 1,019,100,977

（７） 518,512,754 6,409,659,826

609,308,837

３

（１） 570,639

（２） 39,616,258

（３） 120,921,456

（４） 25,940,602 187,048,955雑 収 益

平成２９年度川崎市工業用水道事業損益計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

そ の 他 の 営 業 収 益

資 産 減 耗 費

給 水 費

浄 水 費

営 業 収 益

配 水 費

減 価 償 却 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 費 用

給 水 収 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

原 水 費

他 会 計 補 助 金

総 係 費



４

（２） 262,599 154,498,436 32,550,519

641,859,356

５

（１） 2,566,752

（２） 234,372 2,801,124

６

（１） 10,100 10,100 2,791,024

644,650,380

6,681,123,240

288,690,830

7,614,464,450当年度未処分利益剰余金

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

固 定 資 産 売 却 損

当 年 度 純 利 益

支 払 利 息 及 び

雑 支 出

営 業 外 費 用

（１）

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

企 業 債 取 扱 諸 費

経 常 利 益

特 別 利 益

154,235,837



（単位　円）

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

平成２９年度川崎市工業 用水道事業剰余金計算書

（平成２９年４月１日から 平成３０年３月３１日まで）

資本金

剰余金

利益剰余金
合計

資本合計

資本剰余金 利益剰余金

受贈財産
評価額

国県補助金
一般会計
補助金

工事負担金
資本剰余金

合計
減債積立金

未処分利益
剰余金

前年度処分額 0 0 0 0

前年度末残高 10,890,473,482 0 40,714,290 0

0 0 177,293,173 △ 177,293,173 0 0

40,714,290 111,397,657 6,858,416,413 6,969,814,070 17,901,001,8420

減債積立金の積立て 0 0 0 0

議会の議決による処分額 0 0 0 0

0 0 177,293,173 △ 177,293,173 0 0

0 177,293,173 △ 177,293,173 0 00

40,714,290 288,690,830 6,681,123,240 6,969,814,070 17,901,001,842

当年度変動額 0 0 0 0

処分後残高 10,890,473,482 0 40,714,290 0 0

0 0 △ 288,690,830 933,341,210 644,650,380 644,650,380

減債積立金の取崩し 0 0 0 0 0 0 △ 288,690,830 288,690,830 0 0

当年度末残高 10,890,473,482 0 40,714,290 0

当年度純利益 0 0 0 0

0 40,714,290 0 7,614,464,450 7,614,464,450 18,545,652,222

0 0 644,650,380 644,650,380 644,650,3800

（当年度未処分利益剰余金）

（繰越利益剰余金）



（単位　円）

0

40,714,29017,440,468,109

6,549,994,627

平成２９年度川崎市工業用水道事業剰余金処分計算書

7,614,464,450

△ 7,194,645,007

10,890,473,482

6,549,994,627

資本剰余金資本金 未処分利益剰余金

当年度末残高 40,714,290

議会の議決による処分額

資本金への組入れ △ 6,549,994,6270

処分後残高

減債積立金の積立て 0 0 △ 644,650,380

419,819,443
（繰越利益剰余金）



（単位  円）

１

（１）

ア 571,507,787

イ 3,185,920,605

△1,113,768,704 2,072,151,901

ウ 30,925,268,252

△19,114,854,095 11,810,414,157

エ 11,415,394,098

△5,826,152,536 5,589,241,562

オ 1,079,617

△989,130 90,487

カ 146,500,253

△83,195,551 63,304,702

キ 60,998,418

△19,911,149 41,087,269

ク 87,234,021

20,235,031,886

（２）

ア 1,673,615,634

イ 296,559

ウ 808,914

エ 1,291,080

1,676,012,187

21,911,044,073固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

その他無形固定資産

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

平成２９年度川崎市工業用水道事業貸借対照表
（平成３０年３月３１日）

資  産  の  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物



２

（１） 7,091,623,681

（２） 1,215,597,307

（３） 9,347,038

（４） 31,840,000

（５） 2,368

8,348,410,394

30,259,454,467

３

（１）

8,491,614,060

8,491,614,060

（２） 32,394,503

（３）

ア 717,966,000

717,966,000

9,241,974,563

４

（１）

684,949,699

684,949,699

（２） 12,853,296

（３） 766,194,638

（４） 4,381,774

（５） 8,118,621

（６） 82,560

（７）

ア 53,724,127

53,724,127

1,530,304,715流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

未 払 費 用

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

前 受 金

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

貯 蔵 品

前 払 金

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負  債  の  部

固 定 負 債

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金



５

（１）

ア 133,534,074

△102,171,009 31,363,065

イ 1,010,044,377

△591,760,456 418,283,921

ウ 1,559,373,853

△1,387,507,016 171,866,837

エ 3,527,401,565

△3,207,392,421 320,009,144

941,522,967

941,522,967

11,713,802,245

６ 10,890,473,482

７

（１）

ア 40,714,290

40,714,290

（２）

7,614,464,450

  7,655,178,740

18,545,652,222

30,259,454,467

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

ア
当 年 度 未 処 分

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

国 県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

7,614,464,450

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金 合 計

負 債 合 計

資  本  の  部

資 本 金

剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

国 県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

一 般 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額



注記 

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

   ア 貯蔵品  先入先出法による原価法によっている（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

     定額法による。 

（イ）主な耐用年数 

     建物       ６～５０年 

     構築物      ８～８０年 

     機械及び装置   ４～４５年 

     車両運搬具    ３～１２年 

     工具器具及び備品 ２～２０年 

   イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

   （ア）減価償却の方法 

     定額法による。 

   ウ リース資産 

   （ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してい

る。 

   （イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

     なお、リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

（３）引当金の計上方法 

  ア 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相

当する金額を計上している。 

 

 



  イ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支

払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負

担に属する額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

 ア 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

なお、控除対象外消費税額については、当年度の費用として処理している。 

 

 ２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

重要な非資金取引 

（１）ファイナンス・リース取引による資産の取得 

当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、

それぞれ次のとおりである。 

リース資産  ３，３３１，９４４円 

リース債務  ３，５９８，５０１円 

 

３ 貸借対照表に関する注記 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額

は１，４７９，６５４，０６８円である。 

 （２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務 

   リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。 

 

４ セグメント情報に関する注記 

川崎市工業用水道事業会計は、工業用水道事業のみを運営しており、事業全体を

もって単一セグメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。 

 

 

 

  



５ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 （１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内   ３，２３６，５２５円 

   １年超   ２，９３４，１９０円 

    計    ６，１７０，７１５円 

 

 ６ その他の注記 

（１）長期継続契約に係るリース債務 

  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債

務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のと

おりである。 

  短期リース債務  １２，８５３，２９６円 

  長期リース債務  ３２，３９４，５０３円 

（２）退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

  当年度において、職員の退職手当として６５，７５３，５２０円を支給するた

め、退職給付引当金６５，７５３，５２０円を取り崩している。 

（３）賞与引当金の目的使用による取り崩し 

  当年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当の支給に係る法定

福利費として、１８０，８５４，９３７円を支給（支払）するため、賞与引当金

５４，９２５，１６４円を取り崩している。 

 


